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研究要旨 重要な意思決定支援場面において、意思決定能力に基づく適切な

支援の提供を、がん診療連携拠点病院において実現することを目指し、介入

プログラムの検討を進めた。がん登録 DPC データより高齢者の治療選択の実

態の把握を進めると同時に、がん診療連携拠点病院を対象に意思決定支援の

現状に関する認識を調査し、必要性並びに提供上の課題を把握し、教育プロ

グラムに修正を加えた。今後、拠点病院への介入を進める予定である。 
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A．研究目的 
 超高齢社会を迎えたわが国では、65 歳以上

人口が 3617 万人（総人口比 28.7%）、75 歳以

上人口も 1871 万人(総人口比 14.9%)(2020 年

9 月 15 日現在推計)となった。今後団塊の世

代が後期高齢者に入る 2025 年までには、都市

部を中心に高齢者の人口が 1.5-2 倍程度に急

増することが推測されている。特に、後期高

齢者は、何らかの医療を受けつつも、比較的

自 立 し た 社 会 生 活 を 営 む (Vunlerable 

Elders)場合が多く、どのような支援方法望ま

れるのか、治療が必要となった場合には治療

の適応はどのようにすればよいのか、等議論

の焦点となっている。 

 高齢者の増加を背景に、意思決定に関して

の知識の普及や実践の必要性が指摘されてい

る。意思決定は、医療においては適切なイン

フォームド・コンセントを実現する上で最重

要な課題であるとともに、療養生活の質を向

上させるためには、アドバンス・ケア・プラン

ニングでも中心的なテーマである。近年では、

がん以外の疾病への緩和ケアを適応する動き

が求められる中で、がん医療のみならず、循

環器や老年医療においても検討されつつある。

緩和ケアにおける経験と実践が、より広く社

会に貢献することも強く期待される領域であ

る。 

 第 3 期がん対策推進基本計画において、コ

ミュニケーションの充実や意思決定支援ガイ

ドラインの作成など意思決定支援を進めるた

めの取組みが行われてきた。しかし、体験調

査等では十分に行われていない課題がある。

加えて、障害者権利条約を受け、医療の領域

でも合理的配慮のもとに、本人自身による意

思決定を実現する体制の整備が求められてい

る。がん診療連携拠点病院において実施可能

な汎用性の高い簡便な介入方法を整備するこ

とが急務である。 
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 そこで、本研究においては、高齢者等にお

ける意思決定支援の現状を把握するとともに、

教育プログラムの開発、実装するための支援

プログラム、意思決定支援の質の向上に資す

る情報の収集・解析を目指して計画を進めた。 

 

 

B．研究方法 
1. 高齢がん患者に対する意思決定支援の

現状把握 

 

がん診療連携拠点病院の相談支援センターの

相談員、緩和ケアチーム専従看護師を対象と

し、各施設 2 名に回答を依頼した。 

自施設の高齢者のがん診療における意思決定

支援に関するアンケート調査：自記式質問紙

を用いた。 

質問内容は、本研究班の研究者・研究協力者

で、相談支援センターの実務担当者、相談支

援センター管理者、がん看護、認知症の専門

医等で検討し、作成した。 

 

2. 高齢がん患者における治療に伴う負担

の検討 

全国のがん診療病院 431 施設の院内がん登

録とリンケージさせた DPC 導入の影響評価に

係る調査データを用いて、非小細胞肺がんと

乳がんについて年齢階級別に外科手術後の日

常生活動作（Activity of Daily Living: ADL）

が 10 点以上低下した者の割合を算出した。 

 

3. 看護師、相談員を対象とした意思決定支

援 

高齢がん患者の治療の意思決定場面では、本

人の意思決定能力が実際よりも低く評価され

たり、家族を中心に病状や治療の選択肢の説

明がされ、家族が中心に意思決定をする等の

場面が散見される。高齢がん患者の意思決定

支援には多くの課題が残されている。 

今回、高齢がん患者の意思決定を支援する医

療職（医師、看護師、ソーシャルワーカー、臨

床心理士等）を対象に、小川班で作成した軽

度認知症がん患者の意思決定場面と中等度か

ら高度認知症がん患者の意思決定支援場面の

トリガービデオ教材を用いて、高齢がん患者

の意思決定支援プログラムに基づいた研修会

を開催した。 

 

4. オンラインによる多職種向けの研修の

試行 

これまでのプログラム実施データを統合し、

幅広い医療従事者を対象とした，意思決定支

援に関する研修プログラムの効果を検討する

ことを目的とする。対面型・オンライン型と

いった実施形態によって、ワークの種別を変

えていることから、本報告書ではオンライン

形式のものに限定し、分析した。 

 

5. 多職種検討会の開催 

がんを持った高齢患者にとって何が適切な医

療なのか、については腫瘍学だけでなく老年

医学の考え方からも学ぶ必要があった。さら

に、治療方針を決めるのは医者だけでなく、

看護師、薬剤師、栄養士、理学療法士、作業療

法士、メディカルソーシャルワーカーなど多

職種の医療従事者が協働する必要があるが、

これらが一堂に会する場所がなかった。その

ため老年腫瘍学の専門家を中心に、腫瘍科医、

外科医、精神腫瘍科医、疫学者、理学/作業療

法師、情報提供の各専門家などの老年医学ま

たは腫瘍学に精通した多職種が参画し、高齢

者のがん診療に関する情報の普及・啓発をす

るための勉強会を検討した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究のプロトコールは、倫理審査委員会の

審査を受け、研究内容の妥当性、人権および

利益の保護の取り扱い、対策、措置方法につ

いて承認を受けることとした。インフォーム

ド・コンセントには十分に配慮し、参加もし

くは不参加による不利益は生じないことや研

究への参加は自由意思に基づくこと、参加の

意思はいつでも撤回可能であること、プライ

バシーを含む情報は厳重に保護されることを

明記し、書面を用いて協力者に説明し、書面

にて同意を得た。 

 

C．研究結果 
1. 高齢がん患者に対する意思決定支援の

現状把握 

回答は相談支援センター相談員より

305/408 (74.8%)、緩和ケアチーム専従看護

師 327/408 (80.1%)であった。 
1) 高齢がん患者において意思決定支援を

必要とする割合 

相談員の 66%、緩和ケアチーム専従看護

師の 74%が自施設の高齢がん患者の半数

以上において意思決定支援が必要と評

価をしていた。 
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2) 意思決定支援を必要としている高齢が

ん患者のうち、必要な支援が提供されて

いる割合 

相談員の 84%、緩和ケアチーム専従看護

師の 91%が自施設において提供されてい

るのは半数以下と評価をしていた。 

 

3) 意思決定支援について習熟している割

合 

(ア) 認知機能障害をもつ人とのコミュ

ニケーションスキル 

全体で 45%の施設が習熟していない

と評価をしていた。 

(イ) 意思決定能力の評価 

全体で 56%の施設が習熟していない

と評価をしていた。 

(ウ) 意思決定支援の手段 

全体で 56%の施設が習熟していない

と評価をしていた。 

(エ) 意思の推定 

全体で 51%の施設が習熟していない

と評価をしていた。 

 
2. 高齢がん患者における治療に伴う負担

の検討 

 

非小細胞肺がんの胸腔鏡下手術、胸腔切除

ともに年齢が高くなるほど手術後に ADL が低

下した患者の割合は増加する傾向にあった。

しかし、75 歳以上の高齢の患者であっても胸

腔鏡下手術後に ADL が 10 点以上低下した者

は 3.2%（95％信頼区間（CI）2.8～3.8％）、胸

腔切除後 4.5%（95％CI3.2～6.2%）であった。

術後化学療法は年齢が高くなるほど実施割合

は減少した。また乳がんでは乳房部分切除、

乳房全摘術ともに年齢による ADL 低下割合に

大きな差はなくいずれの年代も 2％未満であ

った。術前化学療法を実施した者であっても、

手術前に ADL が自立であった者は術前化学療

法を受けていない患者と手術前後による ADL

低下割合に統計的に有意な差は認めなかった。 

 

3. 看護師、相談員を対象とした意思決定支

援 

 

昨年度の試行を踏まえ、プログラムの修正を

加えた。高齢がん患者の意思決定支援に関す

るトリガービデオ教材を用いた軽度認知症が

ん患者の意思決定支援、及び中等度から高度

認知症がん患者の意思の推定が必要な患者の

意思決定支援について実施した。意思の推定

事例の検討は今回が初めてであった。 

本研修会の成果について、『修得できた』『あ

る程度修得できた』を合わせて、多い順に『意

思決定支援の手順について』『認知機能障害を

持つ人とのコミュニケーションスキルについ

て』『高齢がん患者の意思決定をチームで支援

することについて』『意思決定能力の評価につ

いて』『本人が決められない場面の意思の推定

について』の順で『修得できた』と回答してい

たが、最も％が低かった『本人が決められな

い場面の意思の推定について』は、83.7％で

はあったものの臨床現場での困難性や、限ら

れた時間内での研修会の課題も示唆された。 

中でも事例 B（意思の推定事例）についての感

想や意見では良かった点も多く記載されてい

たものの、改善点として、『ワークシートが活

用しにくかった』『グループワークの進行に難

しさがあった』『ファシリテーターにもっと進

行をサポートして欲しかった』『検討する時間

がもっと欲しい』等の意見の記述があった。

事例 B は臨床現場で多く直面する場面であり、

答えがない課題でもある。 

 
4. オンラインによる多職種向けの研修の

試行 

 

対象者 94 名の事前事後アンケートのデー

タを分析し、研修による効果を検証した。 

(1) 意思決定支援の知識 8 項目について、対

応のある t 検定を実施したところ、知識

の変容が見られた。いずれも、医療現場に

おいて間違われやすい情報であり、研修

を受けることにより、情報更新が行われ

ることが確認できた。 

(2) 意思決定支援に対する効力感 効力感の

向上が確認できた。変化が見られなかっ

た項目は、「私が一生懸命努力しても、「決

められない患者」を減らすことはできな

い（逆転項目）」（事前 M2.76、事後 M2.69、
t(93)=0.86, p=.59，Cohenの d=0.06）で

あった。反対に、有意な差がみられ、もっ

とも効果量が大きかった項目は、「チーム

医療を念頭におき、協働する集団への配

慮も十分できる」（事前 M3.56、事後 M3.93、
t(93)=-4.05, p<.001，Cohen の d=-0.41）

であった。 

 

5. 多職種検討会の開催 

2022 年 8 月 27 日および 2023 年 3 月 25 日
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に多職種を対象とした老年腫瘍学の WEB 勉強

会を開催した。そこでの議論を動画にして公

開した。 

 

D．考察 
1. 高齢がん患者に対する意思決定支援の

現状把握 

 

高齢がん患者の意思決定支援の現状を評価

するために、がん診療連携拠点病院を対象に

現状調査を行った。その結果、 

① 7 割のがん診療連携拠点病院において、自

施設で加療している高齢がん患者の半数

以上に何らかの意思決定支援が必要 

② 一方で、85％の施設では、必要な意思決定

支援のうち、半数以下しか提供されてい

ない 

と評価していた。今回、半数以上のがん診療

連携拠点病院において、臨床上必要である状

況にもかかわらず、提供できていない実態が

把握された。 

 

2. 高齢がん患者における治療に伴う負担

の検討 

 

本研究では、日本の新規のがんの約 50％を

カバーしていると推定される大規模なリアル

ワールドデータを用いて、非小細胞肺がんと

女性乳がんの手術を受けた患者の手術前後の

ADL 低下割合を年齢階級別に明らかにした。

非小細胞肺がんの 75 歳以上では若い世代と

比較して、やや ADL 低下割合が高くなる傾向

があったが、ADL が 10 点以上低下した患者の

割合は胸腔切除を受けた患者であっても 5％

未満であった。但し、年齢が高くなるほど手

術を受けていない患者の割合が多く、手術に

耐えられると判断された患者が手術を受けた

結果であることには留意が必要である。 

 

3. 看護師、相談員を対象とした意思決定支

援 

 

中等度から高度認知症がん患者の意思の推

定が必要な教育プログラムの充実、具体的に

はワークシート及びファシリテーターマニュ

アルの改善が示唆された。 

 

4. オンラインによる多職種向けの研修の

試行 

 

意思決定支援に関する知識の変容が一部見

られ、効力感については多くの側面で向上す

ることが確認できた。つまり、これらの研修

は、参加者の効力感向上に寄与するという点

で効果があると言える。 

 意思決定に関する知識は、すぐの変容は難

しいものの、臨床での経験や知識を応用した

支援を行う場面で繰り返し再生され、定着す

ることが求められることから、２時間半の研

修１回での変容を求めず、繰り返しリマイン

ドできる教材や研修機会の提供が必要である

と考えられる。 

 一方、行動科学の知見を活かした支援のあ

り方や具体的な方法を提示したことにより、

支援への効力感が複数項目で向上したことも

意義深い。これまで「現場知」や経験則に頼る

ことが多かった意思決定支援について、行動

科学的な視点を導入し、応用することができ

るといった視座を提供できたことにより、効

力感が向上したと考えられる。 

 

5. 多職種検討会の開催 

 

WEB勉強会を開催し、学際的な情報発信がで

きた。勉強会では多職種から積極的な意見が

あり、教育的な実績だけでなく、老年腫瘍学

に興味をもつ医療者を掘り起こすことにも成

功した。 

 

 

E．結論 
高齢がん患者を中心に、がん医療における

意思決定支援の現状を質的量的に検討し、そ

の結果に基づく、わが国の意思決定支援の質

の向上を目指して教育プログラム、支援プロ

グラムの開発を進めた。教育プログラムの実

施可能性を確認した。今後複合プログラムを

用いた介入につなげる予定である。 

  

 

F．健康危険情報 
 特記すべきことなし。 
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12. 山村麻予・…・平井啓：自記式認知行動

特性尺度の短縮版開発：WAIS-Ⅳとの関連

から . 日本カウン セ リング学 会 , 

2022.8.5〜7 オンライン 
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表す語に対する印象評価. 日本心理学会, 

2022.9.8〜9.11 オンライン・ポスター 
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